
１． 農業農村に関わるGIS の先進的な取組み事例

小川 茂男・吉迫 宏・島 武男 福本 昌人

地域資源や農地情報の収集，管理技術等に GISを用いた調
査研究について紹介する。GISデータと衛星データから，水田
への水入れ時期の解析，GISデータ，農業センサス，DEMを
用いた茶園の労働生産性の定量化手法，GISと水理解析手法を
結合させたモデルによるため池群の洪水軽減効果解析，GISを
用いたバイオマス再資源化施設の配置計画，について説明す

る。

また，GISを先進的に導入し利用している県土連（岡山，宮
城，山形）や自治体（岐阜県および長野県南牧村）の概要につ

いて説明する。県土地改連では関連データの電子化，業務に GIS
を組み込んだシステムの構築等を独自に行っていた。自治体に

おいても，使用目的を考えた統合型システムが構築されてい

た。

（水土の知７５―１０，pp．３～７，２００７）
広域評価，農業農村 GIS，統合型 GIS
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小特集 農業農村分野のGIS（活用事例）

特 集 の 趣 旨
GIS（Geographic Information System：地理情報システム）は，位置情報や属性を持った空間情報をレイヤー化して，コンピュー
タを用いて重ね合わせて加工・管理し，高度な分析や解析を行い，結果を視覚的に表示させるシステムです。米国，カナダでスター

トした GIS技術は，１９８０年代以降，衛星による位置情報システム（GPS）やリモートセンシング（RS），各種シミュレーションや
データベース，インターネットなど，さまざまな先進技術と連携することで，応用分野は非常に広範囲となり，またその利用は急

速に拡大しました。

農業農村分野においては，これまでに土地利用情報，農業水利施設情報，ため池情報，農道・流通拠点施設情報など，さまざま

な情報について GISのデータ基盤整備が進められ，平成１８年度からは水土里情報利活用促進事業が導入され，更なる利用普及を
推進しているところです。実用面で，GISは農地や用水の利用調整や営農管理のほか，農業水利施設の維持管理，ハザードマップ
の作成，防災情報の伝達，環境配慮対策への支援など，多方面への利活用が期待されています。また，より良い利活用のためには，

農林水産省，都道府県，市町村，農協，農業委員会，土地改良区など，各種の農業関係機関や教育研究機関の間で情報の共有化を

はかることが最大の課題となっています。

そこで今回の小特集では，農業農村分野における GISの利活用をテーマとして，これにかかる最新の研究事例，先進的な利活
用事例，開発されたシステム，情報共有化の取組みなどを紹介します。

２． 農業基盤に関するGIS の整備と活用

鷹箸 俊孝・田中 秀明・中谷 勝巳・安實 実

農地や基幹水利施設等の農業基盤の整備状況について，GIS
を活用したデータベースを構築し，整備された箇所およびその

施設の諸元を地図上で把握できるシステムの開発を行った。農

地の区画形状や農道・用水施設の整備状況，排水状況，傾斜，

また基幹水利施設等の農業基盤の整備状況に係る唯一のデータ

ベースである。この GISデータは現在，事業計画に係る検討
等に活用されている。また，今後は基盤整備が農業・農村構造

に与える影響の分析や政策検討への活用が課題となっている。

（水土の知７５―１０，pp９．～１２，２００７）
GIS，整備率，基幹水利施設，耕作放棄，TIN

３． 島根県中山間地域におけるGIS の利活用の取組み

藤山 浩・岡 篤雄・森山 昌幸・中山 大介

現在，島根県中山間地域には，全国に先行してかつての過疎

現象期に匹敵する人口の急減局面が訪れている。このような地

域構造の転換に対しては，その進行状況を的確に把握し，イン

フラ整備や土地利用などの地域マネジメントを再構築すること

が急務であり，分野・地域・時間を横断して視覚的にわかりや

すい情報共有を提供できる GISは，そのための不可欠なツー
ルである。

本報では，集落 GISデータベースを活用した農道の整備効
果の検証や農地一筆マップ作成による土地利用計画支援そして

Web－GISを活用した住民参加型の情報共有等の事例を通じ
て，中山間地域における GIS利活用の成果と可能性を明らか
にしようとするものである。

（水土の知７５―１０，pp１３～１７，２００７）
中山間地域，GIS，Web-GIS，農道，農地一筆マップ，

島根県

４． 近年の農地災害情報のGIS 化と情報共有

黒田清一郎・奥山 武彦・田中 絢子

近年，大規模地震，豪雨による災害が多発しており農業農村

工学分野の技術者が災害後の対策および現地調査に携わる機会

も多くあると考えられる。現在，公的機関が公表する防災情報

の多くは GISデータとしての公表，配布が行われている。農
業水利施設等については日本水土図鑑という形で GISデータ
として整備されている。農地崩壊状況把握等の現地調査の情報

に公共座標上の座標データを付与し GIS化を行えば，上記の
公的情報と相互参照させながら整理考察することができる。こ

れらの状況を踏まえ，本報では GPS情報をもとにした農地災
害情報の GIS化，現地調査情報の GIS化を行った事例につい
て報告する。

（水土の知７５―１０，pp．１９～２２，２００７）
災害情報共有，地盤災害，農地地すべり，GIS



（報文）

配管施設の通水シグナルの検出による補修効果の定量的評価

鈴木 哲也・藤田 茂・伊藤 久也

近年，社会基盤施設の維持管理の必要性が見直されることに

伴い，既存施設の補修・改修による更新事業が各地で進められ

ている。本報では，現状において補修後の効果検証が十分に行

われていない配管施設を対象に，既存施設から発生する弾性波

を非破壊計測することにより，補修効果の定量的評価を試みた

結果を報告する。弾性波の計測には，AE法（Acoustic Emission;
AE）を用いた。配管内の流況は，漏水，排水，充水の３条件
で行った。その結果，配管施設での AE発生挙動は，水理条件
により異なり，流況や漏水現象と AEとの関係が明らかになっ
た。定量的評価には，AE発生頻度と AEエネルギーの関係を
用い，パラメータ解析の有効性が確認された。これらの結果か

ら，通水試験や補修効果の検証に AE法を適用することの有効
性が示唆された。 （水土の知７５―１０，pp．２７～３０，２００７）

老朽化配管施設，アコースティック・エミッション，通

水試験，漏水事故，補修・改修工

５． 滋賀県の農業農村整備事業における

GIS の取組みについて

森川 学・前田 博樹

滋賀県では，農業農村整備事業に関する情報を地域資源とし

て捉え，効率的な施策実施の支援を目的として，地理情報シス

テムおよび空間情報データの整備を行う「滋賀県農村地域空間

情報基盤戦略システム整備事業」により，地図をベースとした

情報基盤の開発整備を行った。

本報では，本県が取り組んだ GIS整備の過程と，「しがの土
地改良データベース」「獣害対策情報管理データベース」「土質

ボーリング調査成果データベース」などの機能拡張，さらに今

後の課題と「農地・水・環境保全向上対策」等への活用につい

て述べる。

（水土の知７５―１０，pp．２３～２６，２００７）
GIS，データベース，獣害対策，土質，農地・水・環境

保全向上対策

（報文）

自立支援型開発手法による土壌保全対策事業の事後評価

吾郷 秀雄・中桐 貴生・團 晴行・四野見悠喜男

南米ボリビア国チュキサカ県の３集落を対象に（独）緑資源

機構が１９９９年から５年間実施した土壌保全対策の実証調査プ

ロジェクトの事後評価調査を行い，本プロジェクトで開発・適

用された手法の有効性を検証した。本プロジェクトでは，実施

期間中における農民の主体的な参加に留まらず，期間終了後も

農民が事業効果を自立的に維持発展させることを念頭に置き，

農民の意識改革とリーダー育成に重点を置いたプログラムが実

施された。プログラムが計画通り実施された集落では，プロジェ

クト終了２年後でも事業効果が期待通り維持されていた。また

事業効果の持続発展には，農民の意識改革と有能なリーダーの

存在が不可欠であることが再認識された。

（水土の知７５―１０，pp．３５～３９，２００７）
ボリビア，半乾燥地，土壌保全，参加型，自立支援，事

後評価，意識改革

（報文）

ソーシャル・キャピタルと農業・農村振興政策

田野井雅彦

本年６月に農林水産省から公表された「農村におけるソー

シャル・キャピタル研究会」とりまとめの主な論点に触れつ

つ，農業・農村振興政策におけるソーシャル・キャピタルの活

用について論じる。農村への国民の関心の高まりや市町村広域

合併などの状況に対応して，活性化に向けて地域独自の創意工

夫と努力を促進するためには，農村のソーシャル・キャピタル

醸成を政策目的とする国の関与と地方における具体的施策の取

組，農業・農村振興政策を効率的・効果的に実施するための手

段としてのソーシャル・キャピタル活用，できるだけ簡便な調

査・評価手法の開発，政策の必要性や効果について国民の理解

を得る努力などが喫緊の課題であろう。

（水土の知７５―１０，pp．３１～３４，２００７）
ソーシャル・キャピタル，農業・農村振興政策，農山漁

村活性化法，農村 SC得点，農村協働力

（技術リポート：北海道支部）

鉄付着防止暗渠土管による低コストな管閉塞軽減技術

松岡 祐司・北川 巌

北海道において暗渠１３．５％では，暗渠管に酸化鉄等の沈積

物があった。暗渠管の鉄付着による閉塞を防止するため，暗渠

管の素材のカルシウム含量を高めて pHを上昇させ，排水中の
二価鉄を析出して除鉄するとともに，鉄酸化細菌の繁殖を抑制

するように，素材を改善した土管を開発した。泥炭土圃場で，

従来土管には鉄が付着したが，素材改善土管では排水中の全鉄

濃度が低く，素材に鉄が付着しなかった。本土管は，泥炭土や

低地土など暗渠管閉塞リスクの高い土壌に適用できる。本報で

は，開発した技術の効果について概要を紹介する。

（水土の知７５―１０，pp．４０～４１，２００７）
暗渠管，閉塞，泥炭土，鉄，鉄酸化細菌，カルシウム，

pH

（技術リポート：東北支部）

鋼板内巻工法による排水樋管の補強

紺野 昭浩

近年，北上川は流域開発や河川改修により流出機構に変化が

見られ，高水継続時間の増加により自然排水能力が低下してき

たことから，県営湛水防除事業（青木地区）によって，排水機

場を新たに設置して湛水被害を防止するとともに，農業基盤の

確立と農業経営の安定を図り，地域住民の生活環境の向上に資

することとした。排水機場の自然および機械排水は，一般的に

は河川工作物として新規に設置される排水樋管となるが，ここ

では，コスト縮減の観点から，老朽化した既設自然排水樋管を

詳細に調査して鋼板内巻工法によって樋管を補強する方法を採

用した。本稿では，その概要について紹介する。

（水土の知７５―１０，pp．４２～４３，２００７）
老朽化，排水樋管，補強，鋼板内巻工法，コスト縮減



（技術リポート：関東支部）

羽根倉ファームポンドにおける

人工浮島の設置と希少種バンの繁殖

加藤 修一・三浦 志保

国営神流川沿岸農業水利事業は，前歴事業によって造成され

た神流川頭首工や用水路の老朽化・機能低下に対応する改修お

よび補修工事で，平成１６年度から始められている。事業の中

で，既設ため池を改修してファームポンドとして利用する計画

があり，工事に伴う環境整備の際，特に埼玉県レッドデータブッ

ク記載の稀少鳥類バンの繁殖場所であるヨシ原が失われるた

め，その代償措置として人工浮島を設置したところ，浮島にお

いてバンの繁殖が確認された。本報では，人工浮島の施工と施

工後のモニタリング調査についてその概要を紹介する。

（水土の知７５―１０，pp．４４～４５，２００７）
ファームポンド，人工浮島，バン，代償措置，モニタリ

ング

（技術リポート：京都支部）

ライフサイクルコストの縮減を考慮した

無電極蛍光ランプによるトンネル照明

勝田 鉄次

大規模な農道トンネルでは，事業完了後に維持管理が重要な

課題になる場合がある。ここでは，基本照明に一般的なランプ

類に比べ長寿命（６０，０００時間）の無電極蛍光灯を採用すること

により，メンテナンス回数を１/５に減らし，ライフサイクル
コストで３７％の削減を図った事例を紹介する。採用した無電

極蛍光灯は NETIS（新技術情報情報提供システム）にも登録
されているもので，発生させた高周波磁界が封入した水銀蒸気

を励起し，紫外線を発生させ発光するもので，フィラメント・

電極等の消耗部品のない画期的な照明機具である。また損耗部

品がないことから，不点灯発生率が低く，常時点灯が強く求め

られるトンネル照明設備としては優れたものである。

（水土の知７５―１０，pp．４６～４７，２００７）
トンネル照明，無電極蛍光灯，高周波磁界，基本照明，

ライフサイクルコスト

（技術リポート：九州支部）

TRD工法による伊江地下ダム止水壁の試験施工

佐伯 和英・濱坂 英雄・堀場 修・橋口 昌憲

沖縄本島北西部の伊江島に位置する伊江地下ダムは，国営か

んがい排水事業伊江地区における主要水源施設である。この伊

江地下ダムの施工において，施工深度が約２２m～２９mと比較
的浅く，壁率の小さい区間については，これまでに施工実績の

ない TRD工法（等厚式ソイルセメント地中連壁工法）により
止水壁を造成することとし，その施工性の検証を行うための試

験施工を開始した。本報ではその TRD工法の概要と施工仕様
を中心に報告する。

（水土の知７５―１０，pp．５０～５１，２００７）
地下ダム，施工，TRD工法，琉球石灰岩，国営かんが

い排水事業
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（技術リポート：中国四国支部）

農業用ため池におけるフロート式取水工の採用

安田 賢司・三宅 守

農業用ため池の改修では，取水設備は従来からため池栓やス

ルースゲートによる取水方式が数多く採用されている。本報で

は，従来のスルースゲートに替えて，取水口にフレキシブルな

サクションホースを取り付けて，ため池取水管から下流受益地

へのパイプラインに直結するフロート式取水工を採用したの

で，その構造および検討経過を紹介する。

（水土の知７５―１０，pp．４８～４９，２００７）
農業用ため池，改修，フロート式取水工，スルースゲー

ト，サクションホース，パイプライン


